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 災害時の住民による自立的な通信手段確保の一手段として，アマチュア無線に着目している．平成20年

岩手・宮城内陸地震では，大規模な山腹崩壊や落橋被害が発生し，中山間地の集落や行楽地が孤立した．

現場に居合わせたアマチュア無線家が被災状況を通報し，孤立した多数の被災者が迅速に救出され，人的

被害の拡大を防いだ事例があった．本論文ではまず，アマチュア無線の特徴を説明し，情報通信における

自助，共助，公助の活動としてのアマチュア無線の意義を論じる．次に150 MHz帯の電波伝播予測や，

VoIP網の構築，短波帯による狭隘な渓谷でのNVIS伝播の実験など，中山間地からの回線確保の試みを示し，

通信手段としての有用性を紹介する． 後にアマチュア無線の有効活用のために必要な，法改正や非常通

信に対応できる人材の育成プログラムの必要性について提言する． 
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１． はじめに 
 
本研究の目的は大規模災害等によって通常の公

衆通信手段が不能となった場合に備え，住民によ

る自立的な通信手段を確保する方法を確立し，地

域の防災力を高めることである． 

大規模災害では，行政による災害対応は，国家

の基幹保持や大都市に重点が置かれる．したが

って個々の地域住民に対する救援活動は，地域住

民自身によって行わなければならないと予測され

る．行政はその点を明らかにし，住民の自助・共

助組織である自主防災組織の組織化を支援しはじ

めた．災害時の活動を円滑に進めるためには，住

民自らの自助努力による，他の事情に左右されな

い，自立的な通信手段を確保する必要がある． 

2004 年 12 月に発生したインド洋大津波や，

2005 年に北米を襲ったハリケーンカトリーナ，

2008 年四川地震など大規模災害時には，アマチ

ュア無線による非常通信が行われ，その有用性が

再確認された 1) 2)．ハリケーンカトリーナの事例

に学べば 2)，大規模災害時には，十分な通信設備

の確保が困難であり，放送局や携帯電話網の空中

線設備の損傷なども予想される．非常電源装置へ

の燃料供給も含めて，十分な電源が確保できない

恐れもある．地震をはじめとする自然災害では，

災害の規模，地域，季節，時間，社会情勢によ

ってさまざまな被害が発生する．過去や他地域の

事例では有効であった対策が，将来の災害に対し

ても有効とは限らない．地域の特性に応じたさま

ざまな状況を想定し，創意工夫をもって臨機応変

に対応することが要求される 

本論文では，そのような状況での通信手段とし



 

てアマチュア無線に着目し，中山間地の孤立対策

への活用について検討する． 

 

 

２． 中山間地の孤立と自立的な通信手段の必要

性 

 
 気象庁の統計 3)によれば，阪神・淡路大震災の後，

1996～2008 年の 13 年間に，国内で人的被害を伴う

地震災害は 91 件発生した．その結果，12,078 名が

負傷し，114 名の方が亡くなった(表-1)．この間に

も犠牲者の多かった地震は，2004 年に発生した

新潟県中越地震である．この地震は，台風通過直後

に中山間地で発生した直下型地震であり，豪雨と地

震によって土砂災害が多数発生した．その結果，中

山間地の集落が孤立し，災害時における中山間地の

孤立対策の重要性が指摘された． 

 2005 年に内閣府が行った孤立集落発生の状況調

査 4)によると，調査対象の 25%にあたる 17,451 の

集落で孤立の恐れがあると判定された．そのうち，

消防団無線の整備はおよそ 25%の集落のみであり，

衛星携帯電話や簡易無線の整備率に至っては，それ

ぞれ 2%程度と低い水準にとどまっていることが明

らかとなった． 

徳島県では，孤立の可能性のある集落のうち，通

信手段を備えている集落はおよそ 30%であり，全国

平均に比べると整備率が高いものの，2/3 の集落で

は孤立時の通信手段がないのが現状である．中山間

地では，豪雨や地震による土砂災害によって道路が

被災し閉塞すると，電力も電話も同時に遮断され，

ブラックアウト状態となる．山間地の特性からその

復旧には多くの時間が必要で，減災のために孤立時

の連絡手段の確保は重要な課題である（図-１）． 

アマチュア無線は，そのような状況下で，住民

が自立的に情報通信手段を確保するための有効な

一手段であると考えられる． 

 

 

３ 平成 20 年岩手・宮城内陸地震に見る「自

助」，「共助」および「公助」 

 
平成 20 年 6 月 14 日 8 時 43 分に発生した平成 20

年岩手・宮城内陸地震では，大規模な山腹崩壊や落

橋被害が発生し，中山間地の集落や行楽地が孤立し

た．震源付近の行楽地では，大規模な地すべりと落

橋により，観光バスやマイカーの行楽客 48 名が山

中に孤立した．幸運なことに，現場に居合わせたア

マチュア無線家が，市街地を走行中の無線家と通信

できた．受信した無線家は直接警察に出向き，被災

状況を通報し救助を要請した 5)6)7)．孤立した耕英地

区では，住民の S 氏が自宅の無線機と発電機を用い

て，集落の被災・負傷者の状況を通報し，人的被害

の拡大を防いだ事例があった 8)．被災情報の発信者

である O 氏と，一関市内で対応した地域の無線クラ

ブの会長の U 氏に当時の状況を伺った．アマチュア

無線を活用し，被害の拡大を防ぐことができた理由

として，次の 3 点が挙げられる． 

 

１ 発信者は上級資格を有するベテランで，通信訓

練に参加するなど，無線や救助の体制について

よく理解し，適切に対応できた．具体的には電

話の輻輳を懸念し，警察窓口での口頭による直

接の通報を依頼し，実行を確認した．無線を通

じて必要な情報を入手し，孤立者が不要な不安

感を持たないようにすることができた（自助の

確立）． 

２ 直前の 6 月 12 日にも非常通信訓練が行われる

など，日ごろから「地域を守ろう」という防災

意識を持った活発な地域の活動があり，発災当

日も複数の会員が活動した（共助の確立）． 

３ 警察等と地域クラブが平時より連携しており，

連絡体制が直ちに確立された．（公助の確立） 

 

表－１ 近の被害地震の発生件数と人的被害 

 

発生年 件数 負傷者

数 

死者， 

行方不 

明者数 

1996 4 26 0 

1997 5 130 0 

1998 5 14 0 

1999 4 6 0 

2000 7 210 1 

2001 5 301 2 

2003 6 7 0 

2003 7 1,716 2 

2004 9 4,925 68 

2005 22 1,339 1 

2006 4 13 0 

2007 7 2,719 16 

2008  6 672 24 

 

 
 

図-1  孤立時通信手段の重要性 



 

O 氏は被災地にて一夜を過ごした．その際，地

元気仙沼のアナログレピータ（無線中継器）をア

クセスでき，友人を通じて自宅へ安否を知らせる

ことができ，また心強かったと伺った．アナログ

レピータの有効性を強調されていた． 

アマチュアによる災害時の通信は，情報通信に

おける自助・共助の活動そのものである．図-2 に

その概念図を示す．普段のアマチュア無線の活動

での，電波伝搬や無線機やアンテナ，デジタルモ

ードなど関連知識の習得や，運用における工夫な

ど，個人研究や自己訓練は，万一自身が災害に遭

遇した際の自助力につながる．地域クラブによる

講習会の開催や，同好の士の集まりなどの活動は，

地域が被災した場合の共助力を涵養する． 

災害に対抗するには，地域住民各々が持つ，

様々な知識や技能，地域に対する想いを結集する

ことが必要である．アマチュア無線の持つ，地域の

防災力貢献へのポテンシャルを，行政や地域住民と

ともに再認識し，地域の特性に合致したシステムを

構築することが大切である．行政には，地域に適し

た自助，共助の準備活動が効果的に行えるよう，レ

ピータや VoIP 網などのインフラ整備に加えて，人

的ネットワークのコーディネートや訓練･教育体制

の整備などを支援する責務がある． 

 

 

４ アマチュア無線の特徴とその周波数資源 
 

アマチュア無線とは，福祉の増進のため，有資

格者個人に対し，国際的に許可された無線通信に

関する活動である．それはアマチュア業務として

電波法施行規則 第 3 条 16 項に，「金銭上の利

益のためでなく，もっぱら個人的な無線技術の興

味によって行う自己訓練，通信及び技術的研究の

業務をいう．」と定められている．そしてアマチ

ュア業務を行なう無線局を，アマチュア局という．

非常通信は，目的外通信として認められている． 

アマチュア無線と他の業務無線は，相補の関係

にある．図-３はアマチュア無線と他の業務無線

との比較を示したものである．業務無線は通信の

秘密が保護される，特定の相手方に対する

private な通信業務であり，事前の想定に対して

万全な体制を作るためのものである．秘密の保持

や周波数の有効利用のため，デジタル化が進めら

れている．通常個人で開設することはない．一方，

アマチュア無線は，通信の秘密が保護されない，

不特定のアマチュア局を通信の相手方とする

public で非営利の通信に限定されている．また，

個人的で訓練や実験・研究を目的とした試行錯誤

的な業務であり，さまざまな周波数資源や電波形

式が利用でき，多様性が特徴である．主体である

無線電信やアナログ音声通信に加え，画像通信や

データ通信も可能である．個人局と社団局がある． 

表-２には，災害時に利用されるアマチュア無

線以外の代表的な無線通信方法とその特徴をまと

めている．防災無線（同報系）は，野外スピーカ

ーや戸別受信機を介した市町村から住民への情報

提供に用いられており，整備率は高い．アンサー

バック機能のあるシステムでは，住民から市町村

への情報発信も可能である．簡易無線や MCA 無線

システムは，一般の業務にも利用可能な無線であ

る．地域防災無線は，公共施設等から市町村へ，

双方向の連絡が可能である．Ku1ch は可搬型の非

常用衛星電話であるが，孤立の恐れのある集落に

おける整備率はまだ低い． 

アマチュア無線には LF 帯の 135kHz 帯から EHF

帯の 249GHz まで，アマチュアバンドと呼ばれる

24 の周波数帯が割り当てられており，様々な性質

の電波を利用できる．表-３は，電波の種類と特

徴についてまとめたものである．一般に，電波は

周波数が高くなるほど直進性が高くなる．そのた

め地形や障害物の影響を受け易く，到達性が低く

なる．また，送受信機や伝送路での損失が増える

ため，エネルギー効率が低くなる．反面，高い周

波数では混信が少なく，広い帯域を利用できるた

め，高速データ通信が可能となる．VLF 帯から MF

帯の低い周波数の電波は，地表面にそって伝播し，

到達性が高いが，送信には大規模な空中線設備が

 
 

図-2  自助，共助，公助とアマチュア無線の活用 

 
 

図-3 アマチュア無線局の特徴 



 

必要で，雑音も多い．HF 帯では，電離層伝播によ

って小電力でも遠距離との通信が可能であるが，  

電離層は時々刻々と変化するため，2 点間の通信

に適した周波数も変化し不安定である．直接波や

大地反射波によって伝播する VHF 帯と UHF 帯は，

FM 波を利用でき，アマチュア無線のほかに自営系 

業務無線や防災無線などにも利用され，見通し内

の移動体通信に適している．IP ネットワークを介

した VoIP 無線も利用されている．1GHz 以上の周

波数では，広帯域の高速データ通信が可能となる． 

大規模災害時の通信需要を満たすため，アマチ

ュアバンドの積極的活用を検討すべきである．土

地と同じように，電波の利用には周波数の排他的

な占有が必要である．電波利用の多様化に伴い周

波数需要は年々高まっている．そのような中にあ

って，アマチュアバンドには，広範な周波数資源

が割り当てられている．これは，土地利用におけ

る公園や緑地のように，アマチュアバンドが周波

数資源における公共用地の役割を果たしているか

らに他ならない．公園や緑地といった公共用地は，

災害時に救援活動の拠点として利用される．それ

と同じように，災害時の非営利で公共目的の通信

に対してアマチュアバンドを活用することは，公

共の福祉増進の観点からも妥当と考える． 

 

 

５．電波伝播と中山間地からの回線確立 

 

表-３ 電波の種類 

 

周波数 名称  主な用途 主な伝播方法 

3～30kHz VLF 超長波  水中通信 

30～300kHz LF 長波 電波時計 

300～3000kHz MF 中波 AMラジオ 

 

表面波，地表波 

3～30MHz HF 短波 短波放送 空間波（電離層反射） 

30～300MHz VHF 超短波 FMラジオ，テレビ，防災無

線，業務無線，移動体通信

300～3000MHz UHF 極超短波 テレビ，業務無線，無線

LAN，移動体通信 

 

直接波，大地反射波 

VoIP 

 

3～30GHz SHF マイクロ波 

30～300GHz EHF ミリ波 

 

 

ア

マ

チ

ュ

ア

バ

ン

ド 

衛星放送，衛星通信，高速

データ通信 

水蒸気や雨の影響を受け

る．エネルギー効率悪い 

 

直接波，大地反射波 

衛星通信 

    

表-２ 代表的な無線通信方法とその特徴 

名   称 周波数帯 特    徴 

防災無線 
（同報系） 

60MHz帯 スピーカー放送や戸別受信機． 
役場から住民への一方向通信．ほとんどの自治体で整備済み． 
デジタルへの移行が求められている． 
中山間地での伝播特性がよい． 

消防団無線 150MHz帯 H28年5月31日までに260MHz帯デジタルに移行． 
伝播距離は数km程度． 

簡易無線 150MHz帯 
400MHz帯 

一般の業務に利用可能． 
固定機，車載機，携帯機あり． 
伝播距離は数km～20km程度． 

地域防災無線 800MHz帯 公共施設，学校，病院，自主防災組織などに設置． 
平成17年度初めの全国整備率は，市町村数で10％程度． 
中山間地での伝播特性は悪い． 

MCA無線システ

ム 
800MHz帯 
1.5GHz帯 

中継局とIP-VPNネットワークを介し，全国のサービスエリア内で通

信可能．地域防災無線の代替として，導入した自治体もある． 
整備は市街地が中心で，中山間地はほぼ未整備． 

NTT孤立防止対

策用衛星電話 
(Ku1ch) 

マイクロ波 
Kuバンド 

一般の電話と通話可能．非常時あるいは訓練時のみ使用可能．通話

の有無にかかわらず，バッテリーの寿命は20分． 

   



 

(1) VHF帯(150MHz)の伝播予測 
地域の自主防災組織や防災ボランティア団体のた

めの検討資料として，VHF帯（150MHz）の伝播予測

を行った．このバンドは消防無線や簡易無線，アマ

チュア無線に利用されている．VHF帯，UHF帯は電波

形式にFMが利用でき，無線設備の操作が比較的容易

で，明瞭な音声通信が可能であるため，初心者が取

り組みやすい．伝播は直接波が主体で，地形の影響

を強く受ける． 

計算にはSPLAT!9)というプログラムを用いた．

SPLAT!には経路減衰の予測エンジンとして，

Longley-Rice モ デ ル (Irregular Terrain 

Model:ITM)10)が組み込まれている．このモデルは，

V/UHF帯の移動体通信やテレビ放送を受信するため

に開発されたもので，不規則な地形の影響を考慮し

た経路減衰予測モデルであり，見通しやフレネルゾ

図-４ 150MHz 帯 電波伝搬予測 （徳島県臨海部） 



 

ーンの解析に加え，回折と散乱についても考慮して 

いる．今日においてもFCC(米国連邦通信委員会)に

よる無線局や放送局の認可の判断に採用されており，

オーソライズされた実績のあるモデルといえる． 
地形データには，スペースシャトルの合成開口レ

ーダーによる全球標高データベースである

SRTM11)Ver.2 を用いた．解析結果は Google Earth

を利用して表示した．災害時を想定すれば，電源事

情や利用可能な機器に制約があり，小型の携帯型無

線機や車載無線機の活用が中心になると考えられる．

そこで，出力５ W，送信系と受信系のアンテナ利得

を全体で 5dBi と想定し，実効等方放射電力

図-５ 150MHz 帯 電波伝搬予測 （那賀町） 



 

EIRP=16W として解析した．アンテナは垂直偏波と

し，地上高は基地局 10m，移動局は一般家屋の屋根

上を想定し 7m とした．なお，徳島大学工学部に設

置した基地局を利用して伝播調査を行い， 解析結

果と測定結果は概ね合致していることを確認して

ある 12)． 

図-４に徳島大学工学部と徳島県臨海部の市町村

役場からの伝搬予測結果を示す．徳島大学工学部

のみ実際の無線局が開設されている．図では一般

的な無線機の SINPO 感度を勘案し，信号強度 S １

と な る と き の 受 信 電 力 を -117dBm （ た だ し

0dBm=1mW）として青で示している．そして 3dB ご

とに S が１つあがるものとし，S5=-105dBm，S9=-

93dBm，S9+10dB および S9+20dB に色分けして図示

している．マゼンタ，赤，黄色で示す S9 以上の地

点で，良好な通信が可能と予測される． 

大学から，鳴門市から小松島市までの臨海部と，

石井町付近までの吉野川下流域の市街部をカバー

できる．阿南市役所からは紀伊水道沿岸と，阿南市

近郊の市街地をほぼカバーできる．美波町役場から

では，旧日和佐町域をほぼカバーできるものの，旧

由岐町市街ならびに，志和岐，阿部，伊座利の水産

集落への伝搬は弱い．牟岐町，海陽町および東洋町

では，市街部と隣接地区の一部へ伝播するものの，

やはり他地域への伝搬は弱い．県央の 2 地点は，平

野部にあり見通し範囲が広く，VHF 帯の直接波伝播

が効果的に利用できる．他方，県南部では，それぞ

れの地域が流域ごとに分水嶺によって区切られてい

るため，他地域や後背の中山間地への直接の伝播は

厳しいことがわかる．幸い海上には開けているため，

高台に中継点があれば回線確保が可能である．日本

赤十字社徳島県支部は，平成 21 年春現在，アナロ

グレピータの設置を準備している． 

中山間地の例として徳島県那賀町について解析し

た．那賀町では平成 16 年 7 月に発生した台風 10 号

が，4 日間で 2,050mm（海川）という年間降雨量の

2/3 に匹敵する記録的な豪雨をもたらした．その結

果，旧木沢村と旧上那賀町（現在合併して那賀町の

一部）では，大小 15 箇所の斜面崩壊，山腹崩壊が

発生し，山間の温泉や中山間地の集落が被災・孤立

した 13)．この災害で，徳島県赤十字アマチュア無

線奉仕団の団員が旧木沢村役場のアマチュア局の無

線設備の整備を行い，通信確保に協力した事例があ

る．現在町役場と各支所に５つのアマチュア局（社

団局）が開設されている． 

図-５に那賀町役場と各支所からの伝播予測結果

を示す．下流域の旧鷲敷町，旧相生町では，旧町内

をほぼカバーし，阿南市の一部とも良好に通信可能

である．しかしながら那賀町内の上流域の上那賀，

木沢，木頭地区では，急峻な尾根に阻まれて，集落

のある谷沿いには狭い範囲しか伝播しないことがわ

かる． 

 

 

 

 

(2) VoIP アマチュア無線 

 
那賀町は ICT 未来フェスタの実施を機会に，図-

５の各支所の 5 つのアマチュア局を町の CATV 網に

接続し，VoIP アマチュア無線網を構築した．これ

により直接には通信不可能な各支所のサービスエリ

ア内の無線機同士で，CATV 網を介して通信可能と

なった．たとえば直接には通信不可能な木頭支所の

サービスエリア内の無線機と，鷲敷の町役場のサー

ビスエリア内の無線機の間で，通信を行うことがで

きる．また徳島大学のノードに接続すれば，図－４

に示すサービスエリア内の無線局と通信を行うこと

ができる． 

VoIP アマチュア無線とは，回線の一部をインタ

ーネットで中継したもので，那賀町では EchoLink

と呼ばれるシステムを用いた．EchoLink は も利

用者の多いシステムである．ノードと呼ばれる中継

局は，インターネットにつながった Windows パソコ

ンとアマチュア無線機を，自作可能な簡単なインタ

ーフェースによって接続し構成する．地形的に伝搬

が厳しい地域や，アクティビティの低い地域であ

っても，全国全世界から交信相手を見つけることが

可能である．スペースシャトルの音声が配信される

NASA カンファランスや，BOUSAI カンファランスな

ど，地域やテーマごとのチャンネルがあり，必要に

応じて接続できる．接続制御はノードのパソコン上

か，クライアントとなる無線機から DTMF 信号を送

出することによって行える．なお 2009 年 3 月 30 日

より，VoIP 用専用周波数が指定された．山中であ

っても高頻度で交信が聞こえる周波数があることは，

万一の場合に心強い． 

VoIP アマチュア無線には，インターネットのバ

ックボーンが必要である．しかし災害時には地上の

インターネットも被災する可能性が高い．そこで日

赤奉仕団，BBSAT LLC とともにブロードバンド衛星

 
 
図-6 ブロードバンド衛星を利用した VoIP アマチュア

無線 



 

を介した EchoLink の接続実験を行った（図-6）．

ネットワークが複雑で設定に苦労したが，無事リン

クが確立し，明瞭な音声の伝達が行えた． 

 

 

(3) NVIS 伝搬の試み 

 
インターネット網などのインフラを必要としない

中山間地からの通信方法として，Near Vertical 

Incidence Skywave (NVIS) による電離層伝搬があ

る 14)．図-７に NVIS の概念を示す．NVIS とは高角

度に電波を放射し，直上の電離層での反射する空間

波(skywave)を利用する伝搬で，上空しか開けてい

ない狭隘な谷間からの山岳越えの通信手段として期

待できる．臨界周波数の 0.85 倍程度の周波数を用

いると，垂直に放射した電波も電離層で反射する．

そのため，不感地帯は生じない．臨海周波数は季節

や時刻，太陽黒点数(SSN)によって変動する． 近

の SSN の状況下では，アマチュアバンドでは日中は

7MHz 帯，夜間は 3.5MHz 帯が適している．F 層が上

空 300km 付近に発生したとすると，打ち上げ角

60°で 350km，45°で 600km が伝搬距離となり，国

内近中距離通信が NVIS に相当する．ほぼ真上への

電波の放射は，1/8～1/4 波長の地上高に，半波長

水平ダイポールアンテナを設置することにより実現

できる． 

NVIS に適したアンテナについて調べるために，

NEC215)による７ MH ｚ用 1/2 波長水平ダイポールア

ンテナ(DP)の解析を行なった．図－８は，地上高と

鉛直放射パターンの関係を示したものである．また，

図－９は地上高と打ち上げ角ごとの利得の関係を示

したものである．1/8～1/4 波長に相当する 5～10m

の高さに水平 DP を設置すると，大地が反射板にな

り，鉛直方向に 5dBi 程度の利得が得られることが

わかる．より低い地上高では，より高角度に卓越す

るが，地上高が 1/10 波長を下回ると利得は急激に

低下することがわかる．放射パターンは波長で正規

化できるので，図－８と図―９の地上高は波長に比

例する．従って図―８と図―９の地上高を２倍と読

み替えれば 3.5MHz 帯の結果となる． 

中山間地からの NVIS 通信の実験を行った．図-９

はその一例で，平成１６年台風１０号にともなう土

砂災害で孤立した谷間の温泉地から交信できた地点

を示したものである．出力 10W の可搬型オールバン

ド無線機と地上高 3m に設置した水平 1/2 波長ダイ

ポールアンテナを用い，7MHz 帯の電波を利用して

行った．電源電圧は直流 12V なので，車のバッテリ

ーや太陽電池が利用できる．この実験では，平成

20 年度の情報通信月間（5/15～6/15）にあわせて

スカイウエーブプロジェクト 16)と銘打って，

8J5NVIS という特別な呼び出し符号の割り当てを受
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図‐８ 半波長水平ダイポールアンテナの鉛直放射パ

ターン 
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図‐９ 打ち上げ角ごとの地上高と利得の関係 

 
 

図‐１０ 狭隘な山間の温泉地からの通信地点 

 
図-７ NVIS 通信 



 

けた．約 1 時間の間に 120～580km の範囲の，25 局

のアマチュア局と交信することができた．短波帯の

コンディションは大きく変動し，特定の 2 局間の回

線は不安定であるが，クラスタと呼ばれるインター

ネット掲示板から，運用情報が全国のアマチュア局

に伝達され，多くの方の目に留まることにより，孤

立地域からの情報発信の機会を保つことができた．

VoIP とはまた違った形で，災害時におけるアマチ

ュア無線とインターネットの融合システムの有用性

を示すことができた． 

スカイウエーブプロジェクトの期間中には地域の

無線家の協力を得て，徳島県内各地から延べ 1,000

局程度との交信を行ない，中山間地からの通信確保

の重要性について認知拡大に努めた． 

 

 

６．人材育成と法整備の必要性 

 
中央防災会議の災害対策大綱には，アマチュア

無線網との連携が必要と記述されている 17)18)．防

災 NPO や自主防災組織へのアマチュア無線の導入

も行われるようになってきた．たしかに，地方自

治体と地域のアマチュア無線家の間で，災害時の

協力協定が結ばれるなど，アマチュア無線による

非常通信への対応について，古くから取り組んで

いる自治体もある．しかしながら具体的にアマチ

ュア無線を有効な非常通信手段として活用するた

めに，どのような環境整備や教育・訓練を行えば

よいかという研究は，ほとんどおこなわれていな

い． 

その大きな原因として，アマチュア局の目的は

アマチュア業務のみであることから，現行の法令

の下では非常通信を目的としてアマチュア局を開

設することは許可されていないこと，アマチュア

無線で行われる非常通信の取り扱いを目的とした

公的な無線局の制度が存在しないことが挙げられ

る．すなわち，図-1 に示した自助―共助―公助の

サイクルの中で，被災者から発せられた情報を受

け取り，あるいは取り次ぐことを目的とした公助

を担う無線局は存在していないのである．岩手・

宮城内陸地震で見られたような非常通信の成功事

例は，アマチュア無線家のボランティア精神と偶

然の幸運に負うところが大きい． 

一方，海外に目を転じれば，米国では，関連法

令の冒頭で，アマチュア無線による自主的な非営

利公共通信業務の推進を謳っており，産学官あげ

ての研究開発が活発に行われている．2003 年には

世界無線通信会議(World Radio communication 

Conference, WRC-03)でのアマチュア無線による

国際非常通信が採択され，無線通信規則第 25.3

号ならびに第 25.9A 号として関連条項が追加され

た．また，2004 年 12 月に発生したインド洋大津

波を契機にアマチュア無線による国際的な非常通

信 に 関 す る 国 際 会 議 (Global Amateur Radio 

Emergency Communications Conference)が発足し，

継続的に開催されている．このように国際的には

アマチュア無線による非常通信の法整備が始まり

つつある． 

 米国は「アマチュア業務」のほかに，非常通信

を主体とする公共通信業務を加えた，「アマチ

ュア無線業務」を FCC ルール（日本の電波法に相

当）内に定義し，無線通信規則との整合を図って

いる．この条文を根拠に，非常通信では必要不可

欠な第三者通信を，国内通信に限りアマチュア局

に許可している．米国では歴史的な経緯もあり，

アマチュア無線による非常通信ネットワークがよ

く発達している．特に行政機関に非常通信に対応

するためのアマチュア局を設置できることが，本

邦との大きな違いである．さらに，非常通信を行

う上での運用，電源やアンテナの確保，非常通信

組織の組織化とマネージメントなど，さまざまな

面での教育プログラムが，American Radio Relay 

League (ARRL) に よ っ て 用 意 さ れ て お り ，

Emergency communicator I，II, III という資格

認定を行なっている 19)． 

米国の法令では，アマチュア無線業務のひとつ

として，非常通信を主体とする公共通信業務も定

義されている．アマチュア局の業務の定義に関す

る日米両国における違いが，非常通信に対する取

り組みの大きな違いの根幹であると考えられる．

そのため，本研究の志向する自助―共助―公助の

仕組みを構築し，アマチュア無線の自主防災活動

への活用を実現するには，まずアマチュア無線に

関する法令を整備する必要がある． 

米国を参考にするならば，日本でも現在のアマ

チュア業務に加えて， 

１） 教育業務 

２） 自主的な非営利公共通信業務 

の 2 点をアマチュア無線業務として追加し，その

効果的な実施のために， 

A)第三者通信の許可：第三者の依頼による非

営利な通信業務の許可 

B) 主任無線従事者制度：無資格者であって

も有資格者の監督の下，アマチュア局の運

用を体験できるようにする 

C) 市町村役場や消防署，警察署などにアマ

チュア局を設置できるようにする，あるい

はアマチュア局と通信可能な無線局の新設 

の 3 点を可能とする必要がある． 

災害時の通信ボランティア活動では，第三者か

らの通信依頼が生じる．平時における自己訓練を

おこなうために，上記 A)および B)の許可が必要

である． 

米国においては各地の Emergency Operation 

Center(EOC)にアマチュア局も設置されており，

地域のアマチュア無線ボランティアと協力し，災

害対応を行っている．ハリケーンカトリーナの被

害を受けたアラバマ州では，EOC に衛星電話やデ

ジタル無線からアマチュア無線にいたるまで多様



 

な無線システムを配備し，担当者はそれらに習熟

していたという．そのため，同じく被害を受けた

他の２州にくらべ，通信事情は良好だったと報告

されている 2)．地域のアマチュア無線家による自

助，共助活動をサポートし，公助との連携を図る

ためにも，上記項目 C)の実現が必要である． 

これまで法令におけるアマチュア無線による非

常通信の扱いが不明確であるため，行政等による

アマチュア無線の積極的な活用が躊躇され，有効

な非常通信手段として整備されてこなかった．現

在，日本国内には 300 万人以上の有資格者がおり，

米国をはるかに凌ぐ．そして往時に比べれば激減

したものの，全国におよそ 50 万局のアマチュア

無線局が開設されている．地域の地形特性，災害

特性，社会事情などを考慮した，適切な非常通信

に関する教育プログラムが，提供されたならば，

この人的資源は地域の大きな防災力となろう．岩

手・宮城内陸地震の事例によって，災害で「人」

を救うのは「人」であることを改めて認識するこ

とができた．電波法におけるアマチュア業務の定

義を改正し，アマチュア業務の社会的意義を法令

中に明文化することによって，自助共助を担うア

マチュア局免許人たち「個」の思いを「公｣の仕

組みのなかでしっかりと受け止め，地域の自主防

災力へとつなげることが必要である． 

  

 

７． おわりに 

 
本論文では，岩手・宮城内陸地震の事例を参考に，

住民自らによる自立的な通信手段の必要性について

述べ，そのひとつとしてアマチュア無線の可能性に

ついて論じた．消防団無線やアマチュア無線に利用

されている 150MHz 帯の伝搬予測を示し，中山間地

からの回線確立の試みとして，VoIP アマチュア無

線網の構築や NVIS 伝播の実験を行なった. 後によ

り実効的な活用のために，法的整備と教育プログラ

ムの必要性について論じた． 

近，防災意識の高まりとともに，アマチュア無

線の資格を取られる方が増えている．しかしながら，

資格取得の後のケアがほとんどなく，折角の想いを

萎れさせてしまっているのが現状である．アマチ

ュア無線による非営利公共通信業務を可能とし，

ARRL の Emergency Communicator 資格のように，ア

マチュア無線や情報通信に関する技能認定とその指

導者資格を創設し，教えあい，学びあう仕組みを作

る必要がある．関係各位には，切にご協力お願い申

し上げる次第である． 
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Utilization of Amateur Radio in Isolated Mountainous Village due to Disaster 
 

Katsutoshi Ueno, Atushi Mori, Susumu Nakano and Atsuya Yoshida 
 

   This study pays its attention to amateur radio as an emergency communication tool in isolated 
mountainous villages due to disasters.  Residents and excursion guests in mountainous area were isolated 
by large-scaled landslides and collapse of bridges, in the Iwate and Miyagi inland earthquake in 2008.  
Three amateur radio operators, among the isolated persons, established communication using their own 
radio equipments to request relief activities, and succeeded to reduce human damage from the disaster.   
The authors provide introduction of amateur radio as a public radio service, and discuss its roles and 
functions of the communication activities in disaster prevention, in terms of “self-”, “community-”, and 
“public-help”.  Results of propagation analysis and some experimental activities, including construction 
of VoIP radio network, deployment of broadband satellite system and NVIS communication using 
ionosphere, are presented to demonstrate possibility of amateur radio as an emergency connection from 
isolated terrain.  The authors strongly suggest necessities of development of training programs and 
amendment of regulations concern to utilize amateur radio for disaster prevention. 


